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【要旨】 

〔目的〕本研究では、デイサービス利用者への長期的な運動療法が生活機能チェ

ックシートと MMSE(mini-mental state examination)に及ぼす影響を調査する

とともに、厚生労働省が立ち上げている LIFE という新しい情報システムと既存

の介護ソフトとの比較検討を行い、科学的介護構築への推進を目的とした。〔方

法〕デイサービスに通所している 80 名（80.51±0.7,平均年齢±標準誤差；男性

27 名、女性 53 名）を対象とした。実施期間は 6 カ月間であり、被験者は決まっ

た時間になわトレを行い、3 か月毎に生活機能チェックシートと MMSE を用いて

評価・検討した。〔結果〕介入前後の認知機能変化の値を目的変数とし、重回帰

分析を行った結果、性別（β＝-1.49）、要介護度（β＝-0.51）、年齢（β＝-0.87）、

平均来所日数（体操を行った回数）（β＝0.06）においては認知機能変化に有意

な寄与が認められなかったのに対し、日常生活自立度（β＝-3.18）及び介入前

の認知機能（β＝-2.78）の値では有意な寄与が認められた。〔考察〕介入前の認

知機能が低いほど、日常生活自立度が低いほど介入後に大きな認知機能の改善

が認められた。今後はさらなる長期的な観察と認知症の有無等による詳細な分

析、対象群の設定を行う必要がある。 

 

1)緒言 

 我が国の総人口は、令和 2 年 10 月 1 日現在、1 億 2,571 万人となっている。

65 歳以上の人口は増加傾向にあり、令和 3 年度版の内閣府「高齢社会白書」に

よると、令和 24 年に 3,935 万人になると推計している 1）。日本では、高齢者が

尊厳を保ちながら暮らし続けることができる社会の実現に向けて介護・高齢者

福祉政策が推進されている 2）。1980 年代より急速に進展した高齢化に対応すべ

く 2000 年４月より介護保険制度の運用が開始された 3）。厚生労働省は、要介護

（要支援）高齢者の認定者の総数が、2021 年 8 月時点で 668 万人としている 4）。
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介護保険の背景として、1980 年代より要介護者の在宅ケアの課題が増加してい

たことから 1990 年から 1999 年までの 10 年間をかけ高齢者保健福祉推進十か年

戦略が実施されることになり、在宅ケア推進時代の幕開けとなった。以上が介護

保険制度導入までの経過であるが、2000 年開始以降も介護保険制度は 5 回の大

きな改正を経て現在に至っている。その中でも近年、大きな動きとして厚生労働

省は、平成 27 年 4 月にリハビリテーション及びリハマネジメントの機能強化を

図るため、各種見直し（帳票を含む）を行った。さらに、リハビリテーション及

びリハマネジメントの質の評価とその改善に向け、平成 28 年度に「通所・訪問

リハビリテーションデータ収集システム（ monitoring & eValuation for 

rehabIlitation ServIces for long-Term care;VISIT（以下、「VISIT」））を構築

するとともに、試行的運用を開始した。この VISIT で収集されていないものを補

完的に収集することによって、介護領域におけるエビデンス構築により資する

と考えられる。この既存のデータベースを補完するデータベースを高齢者の状態

やケアの内容等データ収集システム（Care, Health Status & Events;CHASE（以

下、「CHASE」））と名付け、令和 2 年 5 月に運用を開始した。6 回目となる 2021 年

4 月では VISIT 及び CHASE とが合わさり、科学的介護情報システム（Long-term 

care Information system For Evidence;LIFE（以下、「LIFE」））に統一されるこ

とになった。LIFE は単にデータを提出するだけではなく、フィードバックを受

けてから事業所自身で自施設の特性やケアの在り方を検証し、利用者のケアプ

ランや計画への反映、事業所単位での PDCA サイクルの推進、ケアの質の向上の

取り組みを評価するものである。 5） 

LIFE 関連加算のデータ提出項目の中には生活機能チェックシートがあり、こ

れを提出しないと個別機能訓練加算（Ⅱ）が算定できない仕組みとなっているが、

厚生労働省が公表しているデータは無く、現時点での利用状況は不明である。生

活機能チェックシートは ADL、IADL、起居動作に分類され、機能訓練の介護予防

の効果についての評価として使用できる。デイサービスにおける機能訓練に関

する効果について、先行研究ではデイサービス利用者（要介護高齢者）において、

Timed Up and Go test（以下、TUG）などの歩行速度と ADL が強い関連があるこ

とを示唆しており、機能訓練において、歩行速度に着目することで ADL 能力全般

が向上すると報告している。6）また、デイサービスに理学療法士、作業療法士を

配置することで、利用者の歩行機能に有意な改善が認められることを示唆して

いる。7）さらに、握力、Functional Reach Test は変化が認められないが、TUG

は 15 ヵ月間まで利用開始時と比較し有意な改善、5m 歩行速度は 2 年間を通じて

有意な改善が認められたと報告している。8）また、デイサービス利用者（要支援・

要介護認定者）に対して長期的な体操指導をすることにより、転倒を予防する可
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能性が示唆された。9）以上の報告は、柔道整復師や理学療法士など運動器系の専

門家による機能訓練がデイサービスにて実施されており、歩行機能や ADL など

の向上に対するアプローチが精神心理面だけにとどまらず、生活機能改善に直

結していく可能性が示唆された。 

デイサービス利用者に対して長期的な運動療法を行った先行研究 6-9）は多い

が、LIFE による生活機能チェックシートを用いた研究は散見されていない。 

 そこで本研究では、デイサービス利用者への長期的な運動療法が生活機能チ

ェックシートと MMSE に及ぼす影響を調査するとともに、厚生労働省が立ち上げ

ている LIFE という新しい情報システムと既存の介護ソフトとの比較検討を行い、

科学的介護構築への推進を目的とした。 

 

2)対象及び方法 

【対象】 

 本研究参加は、自由意思によるものであり、研究参加(研究途中も含め)を随時

拒否・撤回できる。2021 年 7 月から 2022 年 3 月までの期間を設け、島根県出雲

市と大阪府大阪市にある 2 件の通所型介護施設に実験の許可を得た。被験者は、

デイサービスに通所している 80 名（男性 27 名、女性 53 名）を対象とした。そ

のうち退所、入院、実験を拒否した被験者を除外し、最終的に 69 名（80.51±

0.7,平均年齢±標準誤差；男性 21 名、女性 48 名）のデータを用いて分析を行っ

た。 

被験者の選定基準は、半年以上通所しているものとした。本研究は、履正社医

療スポーツ専門学校の倫理委員会に承認を得ており、本研究に参加したすべて

の被験者に対して本研究の内容と施行法を説明し、書面にて同意を得た後、実験

を遂行した。 

 

【方法】 

 来所後、体温、血圧、脈拍を測定し当日の体調を確認した。運動の中止基準は、

安静時体温 37℃以上、収縮期血圧 180mmHg 以上もしくは 100mmHg 未満、脈拍数

100bpm 以上もしくは 50bpm 未満である者、また医療従事者、管理者が不適と判

断した者とした。なわトレ実施中には、危険防止の観点から熟練した指導員が観

察し、被験者に危険のない範囲で声掛けを行った。また、終了後には体調の変化、

疼痛の発生の有無等を確認した。 

①なわトレ 

 なわトレとはコロナウイルスにより外出自粛などの行動制限を懸念し、2020

年 3 月に四条畷市と青木孝至氏が共同で考案した。四条畷市広報部が市内全域
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に拡散し、電子・紙媒体で参加を促している。 

被験者は令和 3 年 7 月から令和 4 年 3 月まで決められた時間に「なわトレ」

を行った。医療従事者であり、体操を熟知したものが随時監視し、安全確認を行

ったうえで大型 TV に録画したものを映し出し、座位にて行った。管理者は疼痛

や体調の確認をしながら被験者と共に運動を行った。また、運動後にも同様の確

認を行い、リスク管理に努めた。 
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②生活機能チェックシート 

 生活機能チェックシートは 3 か月毎に評価し、LIFE へ提出した。評価内容は

以下のとおりである。 

生活機能チェックシート 

利用者氏名  生年月日 年  月  日 男・女 

評価日 
令和  年  月  日(  )   

   :   ～   ： 
要介護度  

評価スタッフ  職種  

 

 項目 レベル 課題 環境 
(実施場所・補助具等 ) 

状況･生活課題 

ＡＤＬ 

食事 
・自立（10） ・一部介助（5） 

・全介助（0） 
有・無 

  

椅子とベッド

間の移乗 

・自立(15) ・監視下（10） 

・座れるが移れない（5） 

・全介助(5) 

有・無 

整容 
・自立（5） ・一部介助(0) 

・全介助(0) 
有・無 

トイレ動作 
・自立（10） ・一部介助（5） 

・全介助（0） 
有・無 

入浴 
・自立（5） ・一部介助(0) 

・全介助(0) 
有・無 

平地歩行 

・自立（15） ・歩行器等（10） 

・車椅子操作が可能（5） 

・全介助(0) 

有・無 

階段昇降 
・自立（10） ・一部介助（5） 

・全介助（0） 
有・無 

更衣 
・自立（10） ・一部介助（5） 

・全介助（0） 
有・無 

排便 

コントロール 

・自立（10） ・一部介助（5） 

・全介助（0） 
有・無 

排尿 

コントロール 

・自立（10） ・一部介助（5） 

・全介助（0） 
有・無 

ＩＡＤＬ 

調理 
・自立    ・見守り 

・一部介助 ・全介助 有・無 

  洗濯 
・自立    ・見守り 

・一部介助 ・全介助 有・無 

掃除 
・自立    ・見守り 

・一部介助 ・全介助 有・無 

 項目 レベル 課題 状況・生活課題 

起居動作 

寝返り 
・自立    ・見守り 

・一部介助 ・全介助 
有・無 

 

起き上がり 
・自立    ・見守り 

・一部介助 ・全介助 
有・無 

座位 
・自立    ・見守り 

・一部介助 ・全介助 
有・無 

立ち上がり 
・自立    ・見守り 

・一部介助 ・全介助 
有・無 

立位 
・自立    ・見守り 

・一部介助 ・全介助 
有・無 
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③MMSE(Mini Mental State Examination) 

 MMSE は時間の見当識、場所の見当識、3 単語の即時再生と遅延再生、計算、物

品呼称、文章復唱、3 段階の口頭命令、書字命令、文章書字、図形模写の計 11 項

目から構成される 30 点満点の認知機能検査である。MMSE は 23 点以下が認知症

疑いである（感度 81％、特異度 89%）12,13)、27 点以下は軽度認知障害(MCI)が疑

われる（感度 45-60%、特異度 65-90%）。12-14) 

 



7 

 

 

④統計解析 

 すべての分析は、解析ソフト SPSS（Ver.21）を用いて統計解析を行った。 

【結果】 

 表１は分析対象者の実施 3 か月後と 6 か月後における基本属性（年齢、性別（助

成率）、認知症、MMSE 総得点、平均来所日数、日常生活自立度、要介護度）を比
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較したものである。両者間の属性の差異について検討したところ、実施 3 か月後

と 6 か月後の間には差が無いことが示された。 

 表 2 は、介入 3 か月後と 6 か月後の対象属性（要介護度、性別、年齢、疾患

（認知症）、日常生活自立度、平均来所日数、介入前の認知機能）についてまと

めたものである。 

介入前後の認知機能変化の値を目的変数とし重回帰分析を行った結果、性別

（β＝-1.49）、要介護度（β＝-0.51）、年齢（β＝-0.87）、平均来所日数（体操

を行った回数）（β＝0.06）においては認知機能変化に有意な寄与が認められな

かったのに対し、日常生活自立度（β＝-3.18）及び介入前の認知機能（β＝-2.78）

の値では有意な寄与が認められた。 

 

表 1 分析対象者基本属性 

          介入 3 か月     介入 6 か月      検定 

分析人数        69         69         － 

年齢        80.5±9.6      80.5±9.6        ns 

性別(女性％)      69         69                 ns 

認知症(有％)      21         21                 ns 

MMSE                  15.1               15.6                 ns 

平均来所日数      2.7         2.7                 ns  

日常生活自立度         3.2         3.2                 ns 

要介護度               1.7                1.7                 ns 

ns=not significant. 

 

表 2 重回帰分析結果 

非標準化係数    標準化係数 

モデル       B    標準誤差  ベータ    t 値   有意確率 

 （定数）    4.844   2.001          2.421     .018 

要介護度    -.065   .156    -.051   -.420    .676 

性別     -.364   .282    -.149   -1.291    .202  

年齢     -.016   .021    -.087   -.753    .455 

  疾患     -.299   .327    -.110   -.915    .364 

日常生活自立度   -.252   .099    -.318   -2.553      .013 

平均来所日数      .006      .106         .006       .054        .957 

初回来所         -.100      .044        -.278      -2.273       .027 
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【考察】 

本研究において、デイサービス利用者への長期的な運動療法が生活機能チェ

ックシートと MMSE に及ぼす影響を調査したところ、介入前の認知機能が低い被

験者ほど、日常生活自立度が低い被験者ほど介入後に大きな認知機能と日常生

活自立度の改善が認められた。 

認知機能の改善について先行研究では、運動により前頭前野機能の活性化が

認めれた。下肢の運動野の前方に運動前野や前頭皮質野があり、下肢の運動を行

うことにより、前頭連合野へ影響が生じ、認知機能が向上したと報告している。

15）本研究においても下肢の運動を占める割合が多く、先行研究と同様の影響が

示唆された。また運動によって脳血流が増大すること、脳血流増大は運動遂行指

令によるセントラルコマンドのみではなく、活動筋からの求心性入力も重要で

あるという観点から Aδ繊維とゴルジ腱器官の関与を示唆している。15）脳の賦活

と筋収縮には密接な関連があり、脳は活動筋の収縮により生じる末梢受容器か

らの刺激を受けても賦活するという脳循環改善における運動の重要性を示して

いる。運動が脳内神経伝達物質に与える影響については、運動によって上行性脳

幹網様体賦活系におけるノルアドレナリン、ドーパミン、セロトニンなどのアミ

ン作動性神経機能を高め、これにより脳賦活が適度に高まれば学習及び運動成

績は向上すると考えられている。歩行において大脳皮質でノルアドレナリンの

放出が増大し、安静時にノルアドレナリンの代謝産物である MHPG（3-メトキシ-

4-ハイドロキシフェニルエチレングリコート）が増大する。運動によってノルア

ドレナリンの神経伝達効率を増加させ、ドーパミンが線条体や辺縁系において

増加する。セロトニン作動性神経の活動も高まるので、脳幹網様体賦活系は亢進

し、脳の覚醒を介した高次中枢機能の改善に貢献することが示唆される。しかし、

必要以上の興奮は情緒的混乱を生じて、高次中枢機能を低下させるため、最大の

能力を発揮するためには最適な興奮水準が重要であると考えられる。 

日常生活自立度は認知症高齢者の日常生活の自立度を 5 段階にランク分けし

たものである。したがって介護の必要度を示すものであり、認知症の程度の医学

的判定とは必ずしも一致するものではなく、認知機能を正確に反映するもので

もないと考えられている。しかし、日常生活自立度と長谷川式簡易知能評価スケ

ールや MMSE とは強い相関があると報告されている。 17)しかしこの判定基準が認

知機能障害の程度を反映するものではないとは一概に言えない。むしろ認知症

による ADL 障害を簡略に把握できる評価指標としては有用である。本研究では、

介入前の日常生活自立度が低い被験者ほど介入後に改善が示されたが、この結

果は認知機能障害による ADL 低下の改善策になることが期待される。 

 最後に、大部分の運動療法が人間関係の要素を含むので、スタッフはカウンセ
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リングの基礎的姿勢などの対人関係の技術を身に着けておく必要性があり、そ

して、運動療法を治療法として確立するためには、治療法や治療構造を明確化し、

対象の特性に対応した治療効果の実証的検証を行うことが必要である。以上の

ことから対照群をおいた研究デザインやクロスオーバーデザイン、施設の相違

を考慮した種々の臨床研究が必要である。 

 

【結論】 

介入前の認知機能が低い被験者ほど、日常生活自立度が低い被験者ほど介入

後に大きな認知機能と日常生活自立度の改善が認められた。今後はさらなる長

期的な観察と認知症の有無等による詳細な分析、対象群の設定を行い、多施設共

同試験により被験者数を増やし、比較検討を行う必要がある。 

 LIFE の利用状況について、現在のところ厚生労働省からの詳細なデータが得

られていない。今後、厚生労働省が発表したデータをもとに既存の使用ソフトと

の比較検討を行う予定である。 
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